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イベント概要 
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専務執行役員 人事部長   村田 渉  （以下、村田） 

常務執行役員 戦略本部長   山下 武美 （以下、山下） 

執行役員 CSR 推進部長   石丸 弘一郎（以下、石丸） 
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登壇 

 

司会：ただ今より、協和キリン株式会社 ESG説明会を開催いたします。 

本日の登壇者をご紹介いたします。代表取締役社長の宮本昌志、独立社外取締役の森田朗、独立社

外取締役の芳賀裕子、専務執行役員人事部長の村田渉、常務執行役員戦略本部長の山下武美、執行

役員 CSR推進部長の石丸弘一郎です。 

 

本日はこちらのアジェンダに沿ってプレゼンテーションさせていただき、その後、皆様からのご質

問にお答えする時間とさせていただきます。時間は最大で 90分を予定しております。それでは宮

本さん、お願いします。 
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宮本：社長の宮本でございます。皆様、本日はお忙しい中、弊社の ESG説明会にご参加ください

まして誠にありがとうございます。 

それでは、まず私から、協和キリンの価値創造ストーリーについてご説明いたします。 
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「協和キリングループは、ライフサイエンスとテクノロジーの進歩を追求し、新しい価値の創造に

より、世界の人々の健康と豊かさに貢献します」という経営理念のもと、「Commitment to 

Life」を中心的な概念とした「Innovation」「Integrity」「Teamwork/Wa」という価値観に基づ

いて活動しております。 

 

 

私たちは 2021年からの中期経営計画を立てるに当たり、2030年に向けたビジョンを新たに策定

いたしました。 

私たちが創造し、社会に届けるべき価値は何かと徹底的に考え、議論し、最終的に定義したのが

「Life-changing Value」でございます。これを実現することにより、患者さん、そのご家族や医

療従事者の皆さん、さらには従業員も含んだ関係するステークホルダーが「笑顔になること」を目

指します。 

新型コロナウィルスパンデミックの影響もあり、人々の生活や価値観は、一層多様になっていま

す。また、疾患によって患者さんの求める価値も様々であります。私たちは患者さんを中心に置

き、寄り添い、患者さんの多様なニーズに真摯に向き合って、それに応える様々な取り組みを進め

てまいります。 

特に、私たちのこれまでの経験や知識、そして培ってきた技術に最先端の科学・技術を組み合わ

せ、いまだ充足されていないニーズに応える医薬品やサービスの創出に力を入れてまいります。こ
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のような活動において、高い製品品質とオペレーショナルエクセレンスを実現しつつ、社会からの

信頼も得ていきたいと考えております。 

 

 

2030年に向けたビジョンを達成するための価値創造プロセスとして、今中期経営計画では「アン

メットメディカルニーズを満たす医薬品の提供」「患者さんを中心においた医療ニーズへの対応」

「社会からの信頼獲得」「Life-changingな価値を実現する人材・基盤の強化」の四つの戦略を策

定しました。 

この戦略を推進するためには、新しい価値創造を目指すイノベーションへの挑戦が必要不可欠であ

り、それを支える人的資本と知的資本が極めて重要と考えております。 

私たちは研究開発だけでなく、製造、品質、流通など、患者さんに医薬品をお届けするプロセスに

おいてもイノベーティブな取り組みを推し進め、新しい価値、付加価値を生み出すことができると

考えています。 

事業のグローバルへの展開を進めるとともに、国籍も性別も経験もスキルも異なる多様な社員が参

画し、あらゆる業務において、多様な個性やイノベーションへの情熱を持つ人材が活躍することを

目指しています。 

また、このような多様な個人が有機的に結び付くことで、独自かつ強い組織力を発揮できると考え

ており、互いに「よく聞き、よく話し、よく知る」を実践しながら、個人や組織の壁を乗り越えて
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いく企業文化を醸成しています。このような取り組みにより、人的資本を最大限に生かせるように

取り組んでいきます。 

私たちは科学技術の発展とともに、価値創造力を高めることにより、事業を発展させていくことを

目指しています。このために、社内の研究だけでなく、社外の学術機関、研究機関との連携も深め

ながら最新の科学技術を活用し、私たちの目的に見合った知的財産を積み上げる取り組みに注力し

ています。 

協和キリンは発酵生産を基礎とし、そこに最先端のバイオテクノロジーを導入し、バイオ医薬品を

創出することにより、革新的な医薬品の研究・開発・製造・販売のバリューチェーンを築くことが

できました。1990年に最初のバイオ医薬品を発売してから 30年以上の年月が経過していますが、

その間に独自の革新的な抗体技術や生産性を飛躍的に向上させた生産技術を築いてきました。 

今後もこれまで確立してきた自分たちの強みに、新たな最先端の科学・技術を取り込むことによ

り、さらなる革新的な医薬品の創出を目指していきます。 

私たちは創薬の研究所を町田、三島、そしてカリフォルニアのサンディエゴの 3カ所に、生産技術

の研究所を高崎と三島の 2カ所に持っており、これらの研究所では当社の研究員が最先端の科学技

術に向き合い、日夜「Life-changing Value」の創出に取り組んでいます。 

先に述べました人的資本とこの知的資本が、私たちの競争力を生み出す重要な源泉であると考えて

おります。私たちの価値創造は、最先端の科学と積み上げてきた知識・経験を用いて、製造工程や

品質および流通の改善にも及んでいます。 

科学技術の進歩により、病気をより深く理解することが可能になるとともに、患者さんが困ってい

ることについても、より的確に捉えることができるようになってきました。私たちの製品を通じた

患者さんと向き合うプロセスにおいても、患者さんとの接点の強化によりニーズを深堀すること

で、新たな価値創造の機会があると考えており、患者さんを中心においた取り組みの強化を図って

いきます。 

このようにバリューチェーンの随所で取り組む価値創造には、関係するステークホルダーとの協力

や連携をより深化させることが必要であり、そのことが社会課題の解決に繋がるとともに、協和キ

リンの経済価値にも繋がることになります。これが、我々が追求する CSV 経営であると考えてい

ます。 

繰り返しになりますが、協和キリンの事業活動の総和として、患者さんに新しい価値を届けていく

こと、特に「Life-changing Value」と呼べる価値を創出、提供し、患者さんをはじめ病気と向き
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合う人々の生活や人生を好転させ、人々を笑顔にし、同時に自分たちも笑顔になることが我々の目

指す姿です。 

先にご説明しましたように、2030年のビジョン達成に向けて、2025年をゴールとする今中期経営

計画では、ビジョンに掲げた「アンメットメディカルニーズを満たす医薬品の提供」「患者さんを

中心においた医療ニーズへの対応」「社会からの信頼獲得」「Life-changingな価値を実現する人

材・基盤の強化」の四つの戦略を柱としています。 

 

 

それらを推進するに当たり、ここに示します「グローバ製品の価値最大化」「グローバルでの安定

供給体制確立」「2025年以降の成長を牽引するパイプラインの確保」「医薬品にとどまらないサ

ービスの具体化」「グローバル事業展開にふさわしい企業文化の醸成」の五つを重要課題として取

り組んでおります。 

以上、われわれの価値創造ストーリーに沿った活動の枠組みについてご説明いたしました。 
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山下：戦略担当の山下でございます。よろしくお願いいたします。 

私たちは 2021年の中期経営計画の策定に当たり、社内外の議論を踏まえて、マテリアリティを検

討し、当社のグループ事業および社会の持続性に対するインパクトの大きいものとして、28項目

のマテリアリティを抽出いたしました。 
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これらについては、こちらに示すように「成長機会」「成長基盤」「組織風土・人材」[社会基盤]

の四つに分類し、既にアニュアルレポートに掲示しております。 

これら 28項目については、事業上の重要課題をよくカバーしている反面、総花的で相対的重要度

がわかりにくいものとなっていました。そこで、中期経営計画実行の中間年となる 2023年を前

に、現在の私たちの状況を踏まえて、マテリアリティについて再考いたしました。 

 

 

こちらが、改めて整理した当社のマテリアリティです。先にお示しした価値創造ストーリーに基づ

き、経済的価値と社会的価値の両立を目指す「CSV 経営」を標榜する当社としてのマテリアリテ

ィを、「価値創造トピック」と「社会的価値向上トピック」として整理いたしました。また、項目

についても見直しを行い、28から 16項目に絞り込み、価値創造ストーリーにおける戦略に対応す

る形で提示しております。 

価値創造トピックには、「アンメットメディカルニーズを満たす医薬品の提供」に対するマテリア

リティとして、「革新的な医薬品の創出」「創出した製品の価値最大化」「パイプラインの充実」

の三つを挙げています。 

「患者さんを中心においた医療ニーズへの対応」に対するマテリアリティとしては、「患者アドボ

カシー」「医薬品へのアクセス向上」、そして「Life-changingな価値を創出する人材・基盤」に
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対するマテリアリティとしては、「DE&I」「従業員の健康と安全」「人材ポートフォリオ」「企

業文化」「デジタルトランスフォーメーション」を挙げています。 

社会的価値向上トピックには、「社会からの信頼獲得」に対するマテリアリティとして、「製品の

品質保証と安定供給」「地球環境への負荷の低減」を挙げています。 

そして、「Life-changingな価値を創出する経営基盤」に関するマテリアリティとして、「コーポ

レートガバナンス」をはじめとする 4項目を挙げています。 

また、これらの下には関連する SDGsアイコンをお示ししています。例えば、SDGsの 16番が掲

げる「平和と公正をすべての人に」という目標は、事業活動における倫理と透明性というマテリア

リティに対応させております。他の SDGs が掲げる目標についても同様に、マテリアリティに関連

付けて取り組んでおります。 

繰り返しになりますが、協和キリンは価値創造にこだわり、これらの経営課題に真摯に取り組むこ

とで、社会的価値と経済的価値を創出し、企業価値の向上を目指してまいります。 

 

 

本日は星印をつけたマテリアリティに関連するトピックスについて、これからご説明差し上げま

す。 
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最初に、医薬品アクセス向上と希少疾患を対象とした当社の取り組みについて、引き続き山下から

紹介いたします。 

 

 

協和キリンでは、本年 4月に医薬品アクセス基本方針を制定いたしました。この基本方針では、医

薬品を一人でも多くの患者さんにできるだけ早く届けることを自分たちの使命と捉え、「アンメッ
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トメディカルニーズを満たす医薬品の提供」「製品の品質保証と安定供給、および患者さんの安全

性確保と適正使用の推進」「医薬品へのアクセス向上」、これら三つの観点において、責任者を置

き、必要な機能を統括して、取り組みを進めております。 

希少疾患は患者数の少なさゆえに疾患の解明が進みづらく、有効な治療法がいまだ確立していない

ものが数多くあります。私たちはアンメットメディカルニーズを満たす医薬品の提供という観点か

ら、有効な治療法のない希少疾患に対する医薬品の創出に取り組んできました。 

希少疾患のもう一つの悩みとしては、疾患に対する理解や認知度が乏しいことにより、正確な診断

や適切な治療がなかなか受けられないという問題があります。私たちは、私たちが創出した希少疾

患の医薬品に、患者さんが少しでも早くアクセスできるようにするための取り組みも行っておりま

す。 

続くスライドで、希少疾患に対する医薬品提供と認知度向上の取り組みをご紹介いたします。 

 

 

このページには、当社が希少疾患を対象に開発を行い、日本において希少疾病用医薬品として指定

を受けた医薬品のリストをお示ししております。 

一つひとつの説明は割愛いたしますが、これらの疾病に悩む患者さんの数は、日本においてはいず

れも 5万人未満となっております。また、このリストの中のネスプやレグパラといったものは、よ

り多くの患者さんを対象とする適応症で開発、製品化した後に、当該医薬品が適応できる希少疾患
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に適応拡大したものですが、ブロスマブ、モガムリズマブの二つについては、希少疾患を治療する

ことを目的としてグローバルに開発を進め、製品化に成功したものであり、米国ならびに欧州にお

いても希少疾患の治療薬としての指定を受けております。 

数少ない患者さんを対象にした製品ですが、一人でも多くの患者さんにこれらの薬剤を届けていこ

うと、グローバルレベルで尽力しているところでございます。 

次のページ以降にて、希少疾患の患者さんができるだけ早く適切な治療を受けることができるよう

にするための私たちの取り組みの一部をご紹介いたします。 

 

 

クリースビータの治療対象となる XLH の患者さんは世界各国におられ、私たちは各国の XLH 患者

支援団体と協力して、患者さんがクリースビータにアクセスできる機会を高める活動を進めてきま

した。 

当初、支援団体は国ごとにしか存在していませんでしたが、英国の支援団体の協力を得て、各国の

支援団体が一堂に集まる機会を設け、それが発展して 2019年に、左上に示す INTERNATIONAL  

XLH ALLIANCEという国際団体が発足いたしました。現在では 23カ国の支援団体が加入しており

ます。私たちはこの国際団体と継続的に対話を続けており、XLHに関するホワイトペーパーの作

成や家系図作成ツールの開発検討など、XLH 疾患啓発、認知度向上に繋がる取り組みを行ってお

ります。 
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左下は、国内で展開している疾患啓発の取り組みです。「くるこつ広場」というWebサイトを設

け、FGF23関連低リン血症性くる病・骨軟化症に関する情報、治療経験をお持ちの専門医の情

報、患者さんの体験談などの紹介を行うとともに、無料の電話相談室も展開しております。 

右側は、今年開催した「SHINE A LIGHT ON XLH」というバーチャルエキシビションのポスター

です。XLH という疾患にもっと光を当て、もっと多くの患者さんが適切な治療とサポートを受け

られることを願って行ったものです。より広く XLH を認知してもらうことを目的として、XLHが

どのような病気で、どのような症状に悩まされているのかを、患者さんの思いとともに知っていた

だき、XLH の背景にある「人間の体におけるリンの重要性」についての認知度を高める活動にも

取り組みました。 

 

 

北米では、ポテリジオの適応症である皮膚 T細胞リンパ腫（CTCL）の認知度向上を目指して、ペ

イシェント・アンバサダー・プログラムを展開しています。こちらもWebサイトを通じて、疾患

に関する情報提供により認知度を高めることを目的としたものです。特に患者さんの体験に基づく

生の声として、診断から治療の経緯の実態をお伝えすることにより、この病気と治療についての理

解を深めていただいています。 

また、クリースビータ、ポテリジオにとどまらない希少疾病に対する取り組みとして、右上に示す

世界希少・難治性疾患の日、Rare Disease Dayのイベント支援も行っております。これは毎年 2

月の最終日に開催されるものです。 
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右下の STEPは、ASridという希少・難治性疾患の支援団体が設立した情報コミュニティで、当社

はこちらに参画し、このコミュニティが目指す「患者さんを中心とする関係者をエンパワリングす

ること、つまり、力をつけ自信をつけてもらうこと」を促すことにも取り組んでおります。 

私からの説明は以上となります。ありがとうございました。 

 

 

村田：ヒューマンリソースの村田です。私からは人的資本に関する取り組みについて、「多様な個
性が輝くワンチーム」というタイトルでご説明申し上げます。 
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我々協和キリングループにおいて、人材はイノベーションの源泉であると捉えています。従業員一

人ひとりの能力と挑戦の結集が価値として表れ、社会貢献に繋がると考え、会社は個々の人材の能

力を最大限に引き出し、挑戦できる機会を提供することに注力しています。 

このことは人材に関するマテリアリティとして示しており、人事部門としても、健康で多様な人材

が活躍できる環境や組織風土を作ることにグローバルで取り組むことで経営戦略を推進し、Life-

changingな価値を世界中に提供していくことを目指しています。 

この目的の実現確度を高めるために、「Global Talent Management Basics」という人事部門のビ

ジョンを、欧米やアジアの人事部長とリモートで議論しながら作り上げました。これをもとに、グ

ローバルで取り組むもの、リージョンで取り組むものを整理、確認し、このビジョンを意識しなが

ら取り組みを進めています。 

 



 
 

 

17 
 

 

次に、経営戦略から人事戦略、その下に紐づく人事施策、基盤についての関係をご説明申し上げま

す。ビジョンや中期計画達成のために、次の五つを人事戦略の幹として展開しております。それに

基づき、各施策、基盤作りを推進してまいりました。 

2021年、22年では、グローバルで共通な基盤を構築することに注力するとともに、その基盤を生

かした施策を合わせて実行してきております。 
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次に、具体的な取り組みの一例をご紹介したいと思います。 

まず、DE&I宣言についてご説明申し上げます。協和キリンは、職場におけるダイバーシティ・エ

クイティ・インクルージョンを私たちの価値観の体現として受け入れ、プロアクティブに推進す

る、と宣言しました。 

協和キリンにおきましては、これまでもダイバーシティ＆インクルージョンの重要性を説き、さま

ざまな取り組みを行っておりましたが、今回グローバルで宣言する上で、「エクイティ」を加えた

ことがポイントとなっております。 

エクイティは、採用、昇進など、協和キリンのキャリアに関する公正公平な待遇や平等な機会を示

しており、従業員との間にエンゲージメントを築き、一人ひとりの価値、一人ひとりの能力を最大

源に発揮していただく上で、欠かせない要素だと考えております。 
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次のスライドでは、ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョンの重要な取り組み、特に女性

活躍について、少しご説明申し上げたいと思います。 

KPIとして、グローバルでは、One Kyowa Kirin体制におけるキーポジションへの女性リーダーの

登用率を 2030年までに 40%にすることを掲げています。また、日本では 2025年末における女性

経営職比率を 18%以上にすることを目指しています。これについてはまだ道半ばではあります

が、タフアサインメントやメンタリングといった機会を与えること、個々のそれぞれの状況に向き

合いリテインすること、キャリア採用での積極採用、といった取り組みを進め、着実に女性経営職

の数と率を伸ばしてきております。 

女性活躍には男性の育児参画や理解も重要な要素です。協和キリンでは、法令を上回る育児休業や

短時間労働制度を従来から整備し、本年施行された改正育児介護休業法の対応におきましても、法

を上回る「産後パパ育休」に関する制度を導入し、合わせて、産前産後期間における処遇の男女差

の解消も行いました。こうした取り組みは、エクイティの体現の一つだと認識しております。 

また、高崎、三島の事業所におきましては、事業所内に保育園を開設する取り組みも行っておりま

す。 
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次に、企業文化改革のグローバル展開についてご説明申し上げます。日本でスタートした「壁を乗

り越える」の取り組みは、「KABEGOE」というグローバルなキーワードに変換され、海を渡った

取り組みへと発展しております。 

One Kyowa Kirin Culture Workshopを開催し、この中では協和キリン誕生前のキリンファーマと

協和発酵の歴史を振り返り、現在を振り返り、将来のゴールを共有するという取り組みをしてまい

りました。また、グローバル 3品の研究開発から上市のヒストリー、お客様、患者さんからの声な

どを知り、自分たちにとっての「KABEGOE」は何かと、こういったことを考え、宣言する取り組

みを行いました。 

日本におきましては、職場環境に大きな影響を持つミドルマネジメントのマインドと行動の変容や

スキルアップをサポートするミドルマネジメント支援施策を、140回にわたり実施してまいりまし

た。 

また、「KABEGOE」の体現を表彰するために、従来は「社長賞」と言っておりましたが、グロー

バルで「Commitment to Life Award」という新しい表彰制度を設け、運用をスタートしておりま

す。 
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次に、協和キリンのハイブリッドワーキングモデルについてご説明申し上げたいと思います。新型

コロナウイルス感染症の世界的なパンデミックにより、私たちの働き方も大きく変化を求められま

した。これは 2020年の時ですが、グローバルの HR と相談しながら、グローバルなハイブリッド

ワーキングモデルを設定したということでございます。 

絵にありますように、大きく幹としては三つあり、Flexibility within a framework ですとか、自分

の働き方は自分で考えましょうとか、ベースには well-beingがあります。こういった 3本の幹を

グローバルで設定しています。 

我々のビジョンでは、「イノベーションへの情熱と多様な個性が輝くチーム」をありたい姿として

表現していて、このハイブリッドワークでは一人ひとりがライフサイクルや業務の特性に合わせて

主体的に働き、デザインしていくことを通じ、生産性や個人の well-beingを向上させ、まさに多

様な個性が輝くチームとしての価値創造を期待するという話し合いをし、これを設定したというこ

とでございます。 
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次は、グローバルな適所適材に関する人材マネジメントについてご説明申し上げます。 

具体的な施策として、右側にございますように、Global Remuneration Principleですとか、

Global Grade、Global Succession Planning、こういったそれぞれの人事施策を推し進め始めてい

ます。 

特に重要な人材マネジメントにつきましては制度の整備、育成の取り組み、採用、いずれもグロー

バル共通、あるいはリージョンごとに具体的な取り組みが進んでいます。2023年には日本の人事

制度も改定する予定で現在進めておるところです。 
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最後に、「Global Engagement and Motivation Survey（GEMS）」というサーベイについてご説

明申し上げたいと思います。 

主要な評価項目は、「社員のエンゲージメント」と「社員を生かす環境」という二つのスコアで、

過去 3年間の推移をご覧いただけると思います。右肩上がりにスコアの改善を示しています。 

また、ダイバーシティ＆インクルージョンにおきましては、2021年から過去 2年のスコアを示し

ておりますが、スコアが向上しており、これは明らかな強みと認識しておる次第です。 

こうした調査結果と人事の施策、職場での改善活動を連動させ、この PDCA サイクルをしっかり

回しながら、多様で健康な人材が Life-changing な価値の実現を目指して活躍するワンチームとい

うことを、我々は目指しながら進めています。 

以上、人的資本に関する取り組みについてご説明申し上げました。 
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石丸：環境を担当しております、石丸でございます。私からは「豊かな地球環境を未来世代に」と
いうタイトルで、当社の環境に関する取り組みについてご紹介させていただきます。マテリアリテ

ィの中では、「社会からの信頼獲得」に位置づけられるものになります。 

 

 

こちらは環境マネジメントにかかる方針と課題です。 
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協和キリングループは、環境に関するマテリアリティとして「地球環境への負荷の低減」を挙げて

おり、「協和キリングループ環境基本方針」に基づき、環境に対するコミットメントを明確にし、

さまざまな施策を実行しています。 

中でも、「気候変動の緩和と適応」「水資源管理」を中核的な課題と位置付けており、次世代に引

き継ぐ地球環境の保護に積極的に取り組んでいます。 

なお、当社グループのさまざまな環境への取り組み方針は、キリンホールディングスの「キリング

ループ環境ビジョン 2050」と整合しており、その実現に向けて引き続き、キリンホールディング

スと連携してまいります。 

 

 

続いて、気候変動に対する取り組み方針とこれまでの実績、本年の見込みについて紹介してまいり

ます。 

キリングループでは、長期目標として 2050年のバリューチェーン全体の温室効果ガス排出量ネッ

トゼロを目指しており、2030年にはキリングループ全体の温室効果ガス排出量を 2019年比で

50%削減するという目標を設定しています。また、2040年には使用電力の 100%を再生可能エネル

ギーとする「RE100」も目標に設定しています。 

当社グループでも同様の目標を 2050年、2040年に設定しており、2030年については CO2排出

量を 2019年比で 55%削減することを目標として設定しております。 
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これらの目標を達成するため、2030年までは継続的な省エネ活動を推進しつつ、使用エネルギー

の 3分の 2を占めるのが電気という特性を踏まえ、再生可能エネルギーの導入を拡大し、CO2排

出量削減を推進します。2030年以降は、これら省エネと再エネ拡大の取り組みに加え、技術革新

の動向を注視しながら、エネルギー転換を可能とする新たな設備への切り替えを図っていきます。 

Scope3については、その削減に向けた方針・戦略の策定に必要となる、より詳細な排出量データ

を収集、分析した上で、戦略を策定し、ネットゼロに向けて各種施策を推進してまいります。 

 

 

当社グループは、2021年に TCFD への賛同を表明し、ホームページや有価証券報告書、アニュア

ルレポートなどを通じて、TCFD提言に基づく情報開示を実施しています。 

複数の気候変動シナリオを想定し、気候変動に関連するリスクと機会を分析、評価して、気候変動

に対してレジリエンスを高めるべく、企業戦略を策定し、各種対応施策を検討しています。 

移行リスクであるカーボンプライシングや、物理的リスクである集中豪雨、台風、洪水などの増加

による水害リスクについて、ビジネスインパクトが大きいという分析結果を踏まえ、右側に「レジ

リエンス向上の対応」と記載しているとおり、2030年の CO2排出量削減目標を早期に達成するこ

と、事業場の大規模自然災害 BCPの見直しなどのソフト対策とともに、設備自体の災害に対する

ハード対策を展開することにより、リスクの回避、最小化を図ってまいります。 

それぞれの具体的な対応につきまして、次のページ以降でご説明します。 
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当社グループの 2030年の CO2排出量削減目標である 2019年比 55%削減の達成に向け、ロードマ

ップを作成しています。製造量の増加や新棟竣工による使用エネルギーの増加も見込まれますの

で、ロードマップは毎年見直し、各種施策の効果を検証し、実績を確実に積み上げていきたいと思

います。表に示す赤字は、本年の見直しによる見込み値になります。 

本中期経営計画期間に実施予定の主な施策としては、国内主要事業場における使用電力の再生可能

エネルギーへの転換になりますが、新棟には最新省エネ設備を導入するとともに、冷凍機制御や空

調管理といった面でも改善を図ってまいります。 

高崎工場では、2020年に、医薬製造業では協和キリングループが初めてとなる CO2を排出しない

水力発電由来の電力、「アクアプレミアム」を導入し、高崎工場の電力の 75%を切り替えまし

た。2022年、本年は富士事業場にも「アクアプレミアム」を導入し、富士事業場の電力の 100%

を切り替えました。この「アクアプレミアム」の導入により、キリングループの年間消費電力量の

約 63%が再生可能エネルギーに切り替わり、年間 CO2排出量の約 39%が削減できる見通しです。 

空調設備の運転最適化などの省エネの施策、使用エネルギーの効率化による削減分と合わせて、本

年は 19年比で 42%の削減を見込んでいます。 

来年 2023年には、宇部工場に、電力事業者が企業から無償提供された場所に発電設備を設置し、

直接電気の売買契約を結ぶ、いわゆる「オンサイト PPA モデル」による大規模太陽光発電設備の
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導入、稼働を予定しています。また、高崎工場でも電力の 100%再エネへの切り替えを予定してお

り、これらの施策を展開することにより、CO2排出量の削減を推進します。 

今後は、海外サイトや国内の支店、営業所等も含めた当社グループ全事業場への再生可能エネルギ

ー導入拡大を計画しており、海外生産事業場への太陽光発電設備の導入も検討しているところでご

ざいます。 

 

 

大規模自然災害については、工場、研究所の敷地内への浸水による長期間の操業停止や原状復旧の

ためのコストの発生など、生産活動への影響が大きいと考えています。高崎工場および宇部工場の

大規模自然災害 BCPの見直しに加え、浸水防止措置など設備自体の対策なども行い、リスクの回

避、最小化を図っていきます。 

豊かな地球環境を未来世代に引き継ぐための当社の取り組みについて、脱炭素を中心にご紹介しま

した。私からは以上になります。 

 



 
 

 

29 
 

 

宮本：最後に、宮本からガバナンスについてご紹介いたします。 

 

 

昨年コーポレートガバナンス・コードが改定されましたが、これを機に弊社も GSP としてのガバ

ナンス体制を新たにしております。 
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3月の株主総会を経て、新たに 1名の社外取締役に入っていただき、取締役は総勢 9名になってお

ります。これにより独立社外取締役が 5名、比率としては 56%と過半を超える体制となっており

ます。 

なお、指名・報酬諮問委員会につきましても独立役員比率 70%で運営しております。また、取締

役会の議長および諮問委員会の委員長もそれぞれ独立社外役員に務めていただいております。 

 

 

こちらが、取締役および監査役のスキルマトリックスになります。弊社では 2018年度のアニュア

ルレポートからスキルマトリックスの開示を始めました。当初は独立社外取締役だけでしたが、

2020年度からはすべての取締役と監査役について開示しております。 

グローバルな経営経験をはじめとする多種多様なスキルや知見をお持ちの社外役員の皆様に、多く

のアドバイスをいただきながら、活発に議論を行っております。 
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こちらは、その改訂コード関連となります。前のパートでも紹介しておりますので、詳細は割愛い

たしますが、TCFD や多様性の確保についての取り組みを積極的に進めております。 

 

 

このページでは、上場子会社のガバナンス上、当社が留意する必要がある「独立性の担保」と「少

数株主の保護」という観点で現状を紹介しております。 
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独立性の観点ですが、親会社との間で締結している統合契約書において、私たちの経営の独立性を

担保すること、そして、私たちが上場を維持することについて合理的に協力すること、これらが明

記されております。例えば、M&A のような非常に大きな意思決定につきましても、基本的に当社

単独で意思決定ができることを、改めてお伝えしておきたいと思います。 

また、しばしばご質問いただく親会社への貸付についてですが、私たちはこれを「安全で流動性の

高い余資の運用」と位置づけています。2年ほど前から貸付期間は 1カ月に短縮しており、財務諸

表上でも現金同等物として表示していますとおり、基本的にいつでもすぐに使える資金でありま

す。 

また、その金利につきましても、マーケットの金利より少し高い設定となっておりまして、銀行口

座に寝かしておくよりは有利でございます。もちろん少数株主の皆様の利益を毀損することは決し

てございません。現在 3,000億円を超える貸付残高がございます。これはかねてからご説明してお

りますとおり、成長投資、つまり新しいパイプラインや技術の獲得に使うための資金と考えており

ます。 

さらに、少数株主保護の観点では、親会社との重要な取引に関するガバナンスに特に留意しており

ます。親会社からの取締役は特別利害関係者になりますので、例えば協和発酵バイオの譲渡の際も

そうでしたが、一定の案件の審議、決議には一切参加しないことにしております。 

また、コーポレートガバナンス・ポリシーにも明記しておりますように、今後の同様のケースにお

きましては、独立取締役で構成する「グループ会社間取引利益相反委員会」を必要に応じて設置

し、少数株主の保護を最優先にしながらも、キリングループの一員として、当社にもメリットのあ

るグループシナジーへの創造を両立すべく、公正かつ適切な判断をしてまいります。 
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続いて、グローバル執行体制について紹介いたします。 

2019年 4月より「One Kyowa Kirin」という名の下、リージョンとファンクションのマトリック

スマネジメント体制で業務執行を行ってきましたが、昨年 7月には新たに「製品」軸を追加してお

ります。 

私たちが目指すところは、リージョン最適でもファンクション最適でもなく、患者さんの笑顔であ

り、だからこそ、患者さんに最も近い「製品」を軸としたチームを組み込み、リージョンもファン

クションも患者さんを最優先に考えて、戦略を立て実行する、という狙いがございます。 

 



 
 

 

34 
 

 

 

このマトリックスマネジメント体制におけるリージョン、ファンクションのリーダー、One 

Kyowa Kirin Leadershipのメンバーをお示ししております。ご覧いただきますとおり、海外の地

域統括会社のヘッドは各リージョンのマーケットを熟知した海外の人材です。また、一部のファン

クションヘッドもグローバルファーマでの豊富な経験を持ったメンバーが担当しております。 
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我々はまだまだ小さな会社です。この規模を逆に生かして、非常に密接なコミュニケーションを取

りながら、患者さんを笑顔にする「Life-changing Value」をお届けすべく、日々業務に当たって

おります。 

 

 

最後に、海外リージョンの執行監督体制について紹介したいと思います。 

当社は海外の地域統括会社にもそれぞれ取締役会を設置しており、本社の指名・報酬諮問委員会で

の選任プロセスを経て、各拠点に 2名ずつ社外取締役に入っていただいております。 

いずれの皆様も現役時代にはグローバルファーマで要職を歴任し、また、その後、社外取締役とし

ての経験も豊富にお持ちで、取締役会議長などもされている方々です。各リージョンの業務執行の

監督と高次な視点でのアドバイスをいただいています。さらに、今年に入ってからは、協和キリン

の独立社外役員との直接のコミュニケーションも開始し、価値創造を支える健全なガバナンス体制

に向けた議論をさらに深めております。 

これからも協和キリンでは、海外拠点も含めてグローバルに執行体制、ガバナンス体制の改善、強

化に継続的に取り組んでまいります。 

本日のプレゼンテーションは以上となります。ご清聴、どうもありがとうございました。 
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質疑応答 

 

司会 [M]：それでは、これより質疑応答に移りたいと思います。 

 

若尾 [Q]：JPモルガンの若尾です。本日はご説明いただきましてありがとうございます。二つあ

ります。 

一つ目が、希少疾患に対する医薬品アクセス向上のパートで、特に XLHについてなのですが、認

知度向上を目指して取り組まれていて、その成果と課題について教えてください。日本と欧州に関

しては売上も堅調に推移しており、一定の成果は得られておりますので、その成果と、あと今後の

課題を教えてください。 

また、来年の 4月から御社は北米で自販されていくと思うのですが、北米のこの XLH の認知度向

上は、Ultragenyxが担っていたものをそのまま引き継いでいくのか、もしくは御社が日本、欧州

で培ってきたものを生かして、Ultragenyxプラスアルファの形で進めていくのか。来年から始ま

る北米の状況についても教えてください。これが 1個目です。 

宮本 [A]：若尾様、ご質問ありがとうございます。私からお答えします。もし足りないところがあ
れば、山下がフォローしたいと思います。 

まず、XLH への認知度向上についての成果というところです。先ほどご説明した取り組みについ

て地道に取り組んでおりますが、なかなかそう簡単に、一気に認知度が向上することではございま

せん。ですが、まず実地に感じるのは、主に既にクリースビータを使っていただいている患者さん

についての話になりますが、グローバルで患者さん同士の繋がりが非常に増えて、患者さん自身

が、自分たちが取り残されず、ちゃんと仲間がいて、やはり世の中に必要な人間なのだな、という

形で、自信を取り戻してきていらっしゃることが、私にとっての一番の成果です。 

つい先ごろも、実はヨーロッパに少し出張して、直接患者さんとお会いする機会があったのです

が、まさにそういうことをおっしゃっていて、その観点からも、まだちゃんとトリートメントされ

ていない、または患者さんの会に入っていらっしゃらない方々にも、ぜひこういったコミュニティ

の中に参画していただけるための活動を、地道にはなりますが、引き続き続けなければいけないな

と思っています。 
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課題という観点に対してもまさにその点でして、まだまだ認知度という観点では足りていないので

はないかと思っております。コミュニティ全体に対してもそうなのですが、特にお医者さんです

ね。専門性の高いお医者さんは問題ないのですが、患者さんを診て XLHですよと的確に診断され

るまでには、まだまだ時間がかかっている実態もございます。医療関係者の方々に対しても、基礎

疾病全般に言えることではあると思いますが、XLH に関しても、やはり認知度を高めていく必要

があると考えています。それが今までもそうでしたし、これからの課題でもあると思います。 

さらに北米ですが、これは Ultragenyxが地道にやってきていて、ご存知のような成果も上げてお

るわけです。当然、我々としても Ultragenyxとは非常に密にコミュニケーションを取りながら活

動や支援をしておりますし、我々のところに活動が 100%戻ってくることになりますので、よりグ

ローバルでの連携を強めて、さらに活動をバージョンアップしていきたいと考えています。具体的

にどうこうというのはまだこれからの話になりますが、やはり全部インハンドに戻ってくるわけで

すので、今まで以上にアクティビティを上げていきたいと考えております。以上になります。 

若尾 [Q]：ありがとうございます。よくわかりました。 

二つ目が人材についてです。昨年の説明会でも、人材に関しては注力していくべきところであり、

具体的には社員のマインドセットの変革が必要であることも教えていただきました。そういった中

で、今日のお話をうかがいますと、新しい制度設計を今作っている段階と理解しました。それで、

来年からは日本の人事制度について何か変化があるということなのですが、今の制度設計の状況

と、具体的に来年から始まる日本の評価体系はどういったものになるのでしょうか。この点につい

て教えてください。以上です。 

宮本 [A]：ありがとうございます。詳しくは村田から後ほどご説明いたしますが、まさにおっしゃ
っていただいたとおりでございます。 

特にグローバルという観点で考えますと、協和キリンとしては、社員のマインドセットは非常に大

きなポイントと考えています。当然、日本の社員のマインドセットだけではなくて、日本じゃない

リージョンの人たちのマインドセットも、グローバル化していかなくてはいけないということで

す。ですので、このあたりを一体的に考えてやっていく必要があるだろうと、ヒューマンリソース

では、先ほど村田が説明いたしましたように、グローバル一体で議論して、どう進めるのかという

ことを検討してもらっていて、その活動の成果として、徐々にいろいろな制度設計にも反映しつつ

あります。 

村田 [A]：村田から少し補足させていただきます。 
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まず、グローバルのところでいろいろな取り組みをしており、先ほど少し申し上げましたように、

Global Gradingですとか Global Succession Planningといった取り組みをしておりますと、日本

だけ違った人事制度というわけにはいかず、日本の特殊な環境はありますが、できるだけグローバ

ルにアラインした人事制度を目指しています。具体的には、世の中でよく言います、職務を主体と

した評価、等級制度を構築し、日本の良さもあるでしょうが、グローバルにアレンジしていく、そ

ういう人事制度に来年から変えることを考えております。以上です。 

若尾 [M]：よくわかりました。ありがとうございます。以上です。 

 

兵庫 [Q]：三菱 UFJ信託銀行の兵庫と申します。いつも大変お世話になっております。私からは質

問が 2問ございます。 

社外取締役の方からご覧になって、協和キリンが上場している意義は何なのかということがまず 1

点目です。合わせて、キリンホールディングス子会社であることの意味、意義、シナジーをどう考

えているかについて教えてください。 

森田 [A]：社外取締役の森田でございます。ご質問ありがとうございます。ただ今のご質問です
が、最初は社外取締役の観点から見て現在の状態がどうか、二つ目はキリンホールディングスとの

関係と理解いたしました。 

どのようにお答えして良いのか、なかなか難しい問題だと思います。現在上場していることの意味

につきましては、独立した企業としてきちんとした形での企業活動を続けていくという点において

重要と思います。例えば、先ほどお話がございましたように、まさに希少疾患に対する医薬品の開

発を通じて社会的に貢献していく役割を果たしていく時に、特に上場企業としての社会的な信頼も

含めまして大変重要ではないかと思っております。 

キリンホールディングスの中にいることにつきましては、私自身、社外取締役になった時点でそう

なっていたこともございますが、いわゆる親子上場の関係についてはいろいろなところからご質問

であるとか、ご意見は聞こえてきます。ですが、社外取締役として見ている関係でいいますと、非

常に微妙ではありますが、一定の距離感を保ちつつ、キリンホールディングスとお付き合いしてい

ると言いましょうか、関係にあると言えるかと思います。私たちの取締役会では、社外取締役とし

て見ている限りでは、ホールディングスからの特別な介入もございませんし、私たちできちっとし

た形で自立して、独立して物事を決めているところもあります。 
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また、その立場で少数株主の利益を守ることもできているかと思います。それをどのような形で、

ホールディングスがご覧になっているのか、先ほど申し上げましたように微妙でありますが、一定

の距離感を保って、現在のところは非常に良好ではないかと感じています。以上です。 

芳賀 [A]：社外取締役社の芳賀でございます。どうしてキリンホールディングスの下にいる意義が
あるのかについて、特にお話ししたいと思っています。 

ご存知のように、キリンホールディングスが目指している「人々の健康」というキーワードの目的

自身が、KKC そのものが今目指していることと同じ方向を向いていることが確認できている、と

いうのが私の答えになるかと思っております。 

キリンホールディングスの下にいる意義がなくなってはいないかは、社外取締役として常に考えて

いかなくてはいけないテーマだとは思っています。毎年ホールディングスが、どういうミッショ

ン、どういうパーパスを持って企業を運営しようとしているか、それに対して KKCが目指してい

るものと何か乖離が出ていないかは、私たち社外取締役がしっかり見ていかなくてはいけないこと

だと考えています。 

そういう意味では、そのための説明を求めればきちんと説明していただく機会もあると思います

し、今のところ、どういう方向で何をしようとしているのかは社外取締役も理解した上で、キリン

ホールディングスの子会社でいる意味があると納得しております。 

もちろん、ずっとそうかといえば、それは定期的に私たちも見ていかなくてはいけないと理解して

いますので、キリンホールディングス自体の戦略そのものがどう移行していくのかは、これからも

引き続き見ていかなくてはいけないと思います。ただ、現状においては同じ方向を向いているとい

うことで、しっかり納得ができると考えております。以上です。 

兵庫 [Q]：ご回答ありがとうございました。 

2点目の質問は、スライド 37でご説明いただいた親会社との重要な取引で、「必要に応じてグル

ープ会社間取引利益相反委員会を設置」ということで、「必要に応じて」という言葉が入っている

のですが、どういう運営を想定されているのか、委員会を開始するかどうかを判断するのは誰なの

かを明示ください。私のイメージだと、定期的に有無も含めて検証するプロセスのほうがいいので

はないかなと考えておったのですが、この点についてご解説いただければと思います。私からの質

問は以上です。 

宮本 [A]：兵庫さん、ありがとうございます。 
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これは常々ご指摘いただいたところでもありまして、この利益相反委員会をきちんと設定すること

にしております。「必要に応じて」は、当然取締役会で判断することになります。取締役会で「こ

の取引に関しては利益相反委員会を設置しよう」ということが決まれば、そこに書いてありますと

おりで、独立社外取締役から構成される委員会を設けて、そこで検討していただくことになりま

す。 

もちろん、運営等々に関しては引き続きご指導いただければと思いますし、まだ開いたことはない

ので、これから開くことがあれば、こういう形で利益相反委員会を設置して運営しましたというご

報告はさせていただきます。このあたりも、もし改善の余地があれば、いろいろご意見を賜りなが

らやっていきたいと考えます。ありがとうございます。 

兵庫 [M]：丁寧なご回答ありがとうございました。かつ、こういう対応をしていただきまして、あ
りがとうございました。ちょうど中外製薬もこのようなものを入れられたので、御社のスライドを

さっき拝見して、非常に安心安堵いたしました。運営の面もよろしくお願いします。私からは以上

です。 

 

山口 [Q]：シティグループ証券の山口と申します。ありがとうございます。 

一つ目の質問が、途中でも出てきた余剰資金についてです。結構今お金が貯まっていると思います

が、一方で、有り体に言えば、アメリカの株価も下がり、もちろん円安はマイナスですが、いろい

ろな意味で製品や技術を買うには良い環境ではないかという見方もあります。僕らは結果しかわか

らないので、途中がどうなっているのかはよくわからないものですから、おうかがいしたいのは、

そういう案件については結構いろいろな案件が来ているはずですが、いろいろ議論した上でなかな

かまとまらないのか、それとも石橋を叩いてしまう御社のカルチャー的に、あまり案件を議論して

いないのか。そのあたりの余剰資金の使い道について、何度となく投資家から聞かれていると思う

のですが、それについてのアクティビティについて、具体例はもちろん言えないと思いますが、ど

のような頻度でどのような議論が実際に行われているのか、雰囲気を教えていただけると大変あり

がたいです。 

宮本 [A]：山口さんありがとうございます。宮本からお答えします。 

確かに「実績としてこういうことをしました」とはなかなか出てこないので、「どうなの？」とい

うところは見えにくいのだと思いますが、実際はかなりアクティブに検討しております。デューデ

リジェンスに入ったものも相当数ございまして、その意味では、発表直前まで進んだ案件もいくつ
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かあったのですが、やはりなかなか我々のところにちょうどフィットするものという観点でいう

と、これまで皆様にお知らせできるような成果になっていないところです。 

専門のチームが私の直下に組まれておりまして、定期的に、月に 1回程度ですが、こういう案件、

こういう案件ということで、ディスカッションしています。頻度が高くなりますと 2週間に 1回、

1週間に 1回という頻度で、デューデリジェンスはどうだったとか、今どのあたりのプロセスなの

だという話を、グローバルのメンバーも入ってかなり密にディスカッションを続けております。 

我々にとっても、特にパイプラインの充実、それから新しい技術の獲得は、ご説明の中でも申し上

げましたが、非常に大事なポイントでございまして、相当力を入れてやっているのは事実です。残

念ながらまだ結果に至ってないということですが、かなりの頻度で議論しておりますし、かなりの

リソースを割いて、例えばデューデリジェンスまでやっていることは事実でございます。 

山口 [Q]：ありがとうございます。 

二つ目に、クリースビータの自販化が来年の 4月からスタートするわけですが、もともとクリース

ビータはそういう設計になっていたとおうかがいしています。せっかくいろいろ人も雇い、お金も

入れて自販化するわけですが、オーファンというのは今日いろいろお話しいただきましたが、オー

ファンをせっかく自販化するのに、その後にそのフランチャイズを生かした製品の繋がりが、パイ

プライン上は見えてこないところがあると思うのですね。 

これについては、社内で、社外取の方も含めてですが、これをやる意義とその先のシナジー、みた

いな部分が議論されているのでしょうか。とりあえず自販化を 1個したからそれはそれで良いでは

ないかという考え方もありますが、その先がオーファンでまとめていこうというところに繋がって

いないところに、ちょっとシナジーが今一つ見えてこない点があるように外からは見えるのです

が、そのあたりはいかがでしょうか。 

宮本 [A]：ありがとうございます。 

これもさっき申し上げましたパイプラインの充実というところに多分リンクする話だと思います。

おっしゃっていただいたとおりで、先ほどご説明しました、例えばライセンスインですとか、そう

いった対象として、我々は一定程度の Scopeを設けて、その中で活動しております。ですが、や

はり Scopeの 1番目、一番注力するべきところはクリースビータ、もしくはポテリギオあたりと

シナジーが生める領域のものを入れたいということで、そこを最初に一生懸命探しているのが事実

でございます。 
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数字を見ていただければわかりますが、我々まだまだ、非常に販管費の比率が高い状況です。これ

はやはりグローバルに出ていくと、そこの部分が非常に高くなるわけです。一つのインフラを作っ

た後にさらにそれを効率よく使うことで、販管費比率を下げつつ、売上を伸ばし、利益を伸ばして

くことを考えますと、まさに今ご指摘いただいたところが中心的なターゲットになるということ

で、そこを頭に入れながら、余剰資金を使う先として優先的に探しているのが事実でございます。 

山口 [Q]：ありがとうございます。もし今の二つの点について、せっかくご登壇いただいている社
外取の方からもコメントいただければありがたいのですが、いかがでしょうか。 

芳賀 [A]：芳賀です。取締役会の戦略に関しての議論の中でもその点は出てきています。私たちが
サステイナブルに成長を続けるためには戦略のシナリオがすごく重要であって、その中で希少疾患

をどう位置づけていくかという議論は取締役会の中でもしています。その中で、既に築いた経営資

源を、有効にシナジー効果を持って、と言うとちょっと言いすぎかもしれませんが、その経営資源

を使って次の成長を見込めるような戦略ストーリーを作らなくてはいけないというところは、取締

役会もしくは経営会議のメンバーとも一致しています。 

ただ、ご指摘のようにそれがなかなか成果として見えてこないのは、まだその半ば、途中であると

いうことです。しかし考え方としては、社長がおっしゃったように、サステイナブルな成長のため

には今持っている経営資源をどう膨らませていくか、という戦略成長を考えているという意味で、

オーファンのその周辺からまず探していこうというところは合意できていると思っております。以

上です。 

山口 [M]：ありがとうございます。 

 

橋口 [Q]：大和証券の橋口です。今日はありがとうございました。協和キリンらしさを理解するた
めの質問が二つあります。 

一つは、価値創造ストーリーやマテリアリティの絞り込みにおいて、どういったことを考えて最終

的にこういったものに仕上がったのかという検討過程について、もう少しご紹介いただけませんで

しょうか。マテリアリティについて、これは残そうかなと思っていたが検討段階でやめた、あるい

は、外そうと思っていたが結局上がったとかですね、そういったエピソードがあればと思います。

これまでの協和キリンの成り立ちですとか、あるいはキリンホールディングスのグループの中核企

業であるという独特のポジショニングが、こういったものにどのように表れているのかを教えてい

ただければと思います。 
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宮本 [A]：橋口様、ありがとうございます。私から簡単にコメントした後、山下からフォローして
もらいたいと思います。 

基本的には、この「Life-changing Value」を作るのだというところが一番の拠り所になって、議

論を進めていたと思います。実は、この「Life-changing Value」という言葉自体はどこから来た

かというと、先ほどちょっと申し上げましたが、薬を使っていただいている患者さんとの対話の中

で「この薬を使ってどうですか」と尋ねた時に、その人が「Life-changing」と一言おっしゃった

のが、非常に私の頭の中に残っていました。それで、「これでいこうよ」という話になり、最終的

にみんなが合意したということになるわけですが、それをベースに議論して、マテリアリティなど

も含めて絞り込んできたと考えております。 

もうちょっと詳しいところを山下からフォローします。 

山下 [A]：それでは、山下から補足させていただきます。 

まず、価値創造のストーリーのところですが、我々がこだわってきたのはイノベーションです。そ

のイノベーションを成功させていくには、人的資本、知的資本が非常に重要になっていくだろうと

考えております。そして、イノベーションというものはいろいろな場所で起こせるのではないか、

医薬品そのものは当然私どもの目標でありますが、それ以外にも我々の事業活動の中でいろいろな

価値を生み出して提供できるのではないか、と考えている次第です。 

我々は経済的価値を追求するとともに、社会的な価値もきちんともたらしていくという「CSV 経

営」を標榜しておりますが、まさに事業活動を通してその価値を創造していきたい、その中でやは

りイノベーティブなことを考えていく、そういった人材、また我々の経験を積み上げていく、そう

いったことが非常に重要であろうと考えております。 

マテリアリティですが、やはり我々はアンメットメディカルニーズに対応する革新的、画期的な医

薬品を作る、ここを一番中心に据えております。もう一つは、先ほど Life-changingな価値という

話がありましたが、この価値を受け取る患者さん、医療関係者の皆様、この方々にとって本当に価

値が高いものを提供していくことが重要であろうということで、患者さんを中心に据えて、我々の

課題を考えていくことを進めてまいりました。以上でございます。 

橋口 [Q]：ありがとうございます。 

2点目が環境マネジメントについてです。ご説明の中で、キリンホールディングスとの連携という

お話が何度かあった気がします。もちろんキリングループ全体の中でキリンホールディングスの方

針に沿って取り組むのは重要なことだと思います。 
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ただ一方で、イノベーションへの取り組みですとか、人材に関連したお話では、医薬品事業を営む

協和キリンならではのお話をかなりご紹介いただいたと思います。環境関連で協和キリン独自の取

り組みがよくわからなかったので、独自の設定の目標、キリンホールディングスの考え方にさらに

スパイスのように加わっている要素がもしあるようでしたら、ご紹介いただけますでしょうか。 

石丸 [A]：石丸からご説明させていただきます。 

基本的には、先ほどもご紹介しましたキリングループの環境ビジョン 2050に沿ったところで活動

しております。ですが、目標設定におきましても、我々独自でできるところは進めましょうという

ことで、2030年の CO2排出削減目標がキリングループ全体としては 19年比で 50％というところ

に対して、我々のところでは 55%をやっていきましょうという目標を設定するなど、ビジョンに

は沿いながらも、協和キリン独自の取り組みも進めていこうと考えているところでございます。 

一方で、最近のお話でいうと、キリンのほうではプラスチックのポリシーなんかも表明されていま

すが、こちらについては逆に、医薬の領域ではかなりハードルが高いお話になっています。ただ、

こちらについても、昨今の品質の問題ですとか、安定供給の問題ですとかをクリアする包装資材も

出てきておりますので、そういった部分については医薬事業として、我々独自で、実はサンプルを

取り寄せたりし始めています。こういったところについては、独自の取り組みを進めていきたいと

考えています。 

橋口 [M]：ありがとうございました。以上です。 

 

兵庫 [Q]：度々ですみません。三菱 UFJ信託銀行の兵庫です。今の環境のところのお話をもう少し

教えてください。 

確かに目標設定は良いと思いますし、キリンビールの環境への取り組みは非常に優れたところがあ

るので、グループシナジーとしてあるかなと思います。ですが、どうしても飲料メーカーと医薬品

では、マテリアリティが個社ごとで違ってくるところを課題として認識しています。このあたりを

どう整理されていらっしゃるのかについて教えてください。 

それと、キリンホールディングス全体で見た場合に、協和キリンが時価総額に占める割合が非常に

大きいことを考えると、御社の独自のマテリアリティが、よりホールディングスにも反映されるよ

うになるのが自然かなとも思います。この点についてもコメントをいただければなと思います。私

からは以上です。 

石丸 [A]：そうしましたら、環境面に関して石丸からお答えします。 
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マテリアリティでいうと、「地球環境への負荷の低減」ということで括ってしまうのですが、協和

キリンとしては「気候変動への対応と適応」、それから「水資源の管理」というところに注目し

て、大きな課題として見ています。そこはキリンに沿ったというよりは、協和キリン独自でこの課

題に取り組んでいく部分が大きいのかなと思っています。 

マテリアリティの観点でいうと、もし必要であれば、山下さんからもお願いしたいと思いますが、

マテリアリティの構成として、「価値創造」という目線と、それから「社会的価値向上」という目

線で設定しております。環境への取り組みは、事業を問わず非常に重要な基盤的なものと考えてい

ますので、キリンと一緒に、そうでないところも含めて、推し進めていく必要がある、そういうマ

テリアリティだと考えています。 

山下 [A]：それでは、山下からマテリアリティの部分について簡単に補足させていただきます。 

飲料食品メーカーと医薬事業の違い、その中で協和キリンの位置づけが大きくなっているというと

ころですが、実際にキリンホールディングスでも、今、石丸から説明がありました社会的なインパ

クト、それから事業へのインパクト、そういったところでのマテリアリティマトリックスを作成し

て提示しております。 

その中に、私どもの医薬品をもって患者さんに価値を届けていく、これも先ほど説明した 2軸の中

の右上に位置づけていただいているところになっております。キリンホールディングス自体がヘル

スサイエンスを掲げて、人々の健康に向けての取り組みを進めており、先ほど芳賀取締役からもあ

りましたように、我々の方向性が合っている部分については非常に重要な位置づけとして取り上げ

ていただいております。以上でございます。 

兵庫 [M]：ありがとうございました。私からは以上です。 

 

司会 [M]：ありがとうございました。 

それではご質問がないようですので、説明会を終了させていただきます。本日は弊社の ESG説明

会にご参加いただきまして誠にありがとうございました。今後とも協和キリンをよろしくお願い申

し上げます。 

 


